
１．基本情報

大学名

設置区分 学校種

都道府県 事業期間

改組内容

重点分野

事業計画名

２．事業概要

研究科等の設置・増員

機械・電気（電子）技術領域‐モビリティ・輸送分野

大学

令和8年度～令和17年度

国立

愛媛

令和8年5月申請時点

愛媛大学と地域産業の協働による「海事産業を牽引する高度専門人材」育成事業

愛媛大学

令和８年度大学・高専機能強化支援事業

（支援２：高度情報専門人材の確保に向けた機能強化に係る支援）

【重点分野支援枠・大学】事業概要

造船を中核とする海事産業は、デジタル化、脱炭素化、AI・ロボット化を背景に技術・産業構造の転換期を迎える一方、人手

不足や技術継承の困難さが深刻化しており、抜本的な生産性向上と高度な技術・技能の継承を担う高度専門人材の育成が

急務となっている。愛媛大学は、大学院理工学研究科理工学専攻に「海事産業特別プログラム（修士課程）」を設置し、入

学定員15名の増員を行うことで、新興・基盤技術領域である造船を中核に、AI・データ活用・センシング・制御等の情報技術、

ロボット技術、環境・エネルギー技術を海事産業の設計・生産・運用プロセスへ応用・実装できる高度専門人材を育成する。令

和９年度に定員５名で開始し、令和12年度に15名へ段階的に拡充する。本計画では、国内最大級の海事産業集積地で

ある今治地域を教育研究フィールドとして活用し、稼働中の造船所等における実課題を対象に、PBL、インターンシップを通じ

て、課題設定から分析・検証・実装までを産業現場と一体で遂行する。これにより、海事産業の高度化と持続的発展を支え、

産業変革を主導できる高度専門人材を継続的に育成・供給する。
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３．重点分野に係る組織

重点分野に係る組織の設置・増員計画（赤字は事業対象組織）

事業開始時 事業終了時

23 23

23 23

270 297

270 297

540 540

225 225

765 765

大学全体の収容定員に占める重点分野に係る組織の収容定員の割合

博士課程 修士課程 大学院計

28.0% 70.3% 60.1%

26.4% 72.3% 61.2%

-1.6% +2.0% +1.1%

R9増員、R10増員

（既選定分）、R12増

員

工学関係、理学関係

‐ 理学関係

‐ 工学関係

27

0

増員数

計

計

増分

増員前（R8.4.1時点）

増員後

計

学士

‐

設置等後の

主な学位分野

工学部工学科

課程 組織名
入学定員

設置・増員等時期

博士

修士

工学関係、理学関係

0増員数

理学部理学科

理工学研究科理工学専攻

増員数

理工学研究科理工学専攻
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＜海事産業＞
（造船業・舶用工業等） ＜情報技術等＞

①海事産業における高度化の必要性
海事産業（造船業・舶用工業・海運業）は、国際競争力の強化に向けて、デジタル
化・脱炭素化を背景とした設計・生産・運航プロセス全体の高度化が必要である。

②政府方針と高度専門人材育成
政府は「造船業再生ロードマップ」により建造量倍増を掲げるとともに、AI・ロ
ボット・データ活用等による産業高度化を推進している。その実現には、技術革新
と生産性向上を担う高度専門人材の育成・供給が不可欠である。

③今治地域における高度専門人材育成基盤の不足
愛媛県今治地域は国内最大級の海事産業クラスターを形成しているが、大学院レ
ベルの高度専門人材育成基盤は十分に整備されていない。海事産業集積に対応
した教育研究機能の強化が求められている。

① 今治地域は国内有数の海事クラ
スターを形成しており、産学連携
による実践的な教育研究フィール
ドを提供

② 国が重点的な人材育成を求める
「造船」を基盤に、情報技術・ロ
ボット技術等を活用した海事産業
の高度化に対応

基本情報

改組内容 研究科等の設置・増員

重点分野 モビリティ・輸送分野（造船・海洋技術・航空機等を含む）

所在地 愛媛県松山市、今治市

増員する組織名（修士） 理工学研究科理工学専攻

入学定員増数及び増員時期（修士） 15名（R９、R12）

【支援２ 重点分野支援枠（大学）】
PowerPoint形式１枚以内で作成してください。
ただし、設置する組織が多く１枚で説明できない場合に限り、
２枚としても構いません。

■タイトル
・タイトル枠の色は、支援枠及び大学・高専ごとに異なります。

申請どおりの様式を選択してください。
・タイトルのフォント（大学名18pt等）は変更しないでください。
・右端の画像は自大学のロゴマークに変更してください。
 無ければ空欄で構いません。
・２枚目がある場合は、１枚目のタイトル枠を上部に
 コピー＆ペーストしてください。

■事業計画名（記入必須）
・申請書に記載の事業計画名を記入します。

■基本情報（記入必須）
①改組内容
・「研究科等の設置・増員」又は「研究科等の設置・増員＋

学部等の設置・増員」から選択します。

②重点分野
・公募要領別表１から選択した領域名及び分野名を記入します。

②所在地
・市区町村まで記入します。課程により所在地が異なる場合や
 複数所在している場合は並記します。
（例）［修士・博士］××県××市 ［学士］××県××市、××県××市

③増員する組織名
・申請書に記載の事業対象組織を全て記入します。
（例）××学研究科××専攻
・増員のない課程の行は、行ごと削除して構いません。

④入学定員増数及び増員時期
・入学定員増数は、申請書に記載の本事業における

課程ごとの最終的な総増員数を記入します。
・修士・博士の増員時期は括弧書きで記入します。

段階的に複数回増員する場合は並記します。
（例）30名（R9、R11）
・増員のない課程の行は、行ごと削除して構いません。

■事業計画名・基本情報以外の項目
・資料内に盛り込まれていれば、レイアウトや文量は問いません。

太字・下線・文字色等により適宜強調してください。
・文の羅列にならないよう、箇条書きや図を用いるなどして

要点を簡潔にまとめ、視覚的に分かりやすく作成してください。

※本資料は、選定後に事業概要（Excel形式の公表様式）と
ともに機構ウェブサイトに掲載して公表します。

 全部または一部を非公表としたり、申請時点から定員数等を
 変更したりすることはできませんのでご承知おきください。

事業計画名 愛媛大学と地域産業の協働による「海事産業を牽引する高度専門人材」育成事業

支援２ 高度情報専門人材の確保に向けた機能強化の構想について「重点分野支援枠」

令和８年度 愛媛大学

＜背景・課題＞

＜重点分野への適合＞

海事産業に関する専門知識を基盤として、
情報技術、フィジカルAI、ロボット技術、環
境・エネルギー技術等を現場へ応用・実装
できる高度専門人材を育成

海事産業における設計・生産・運用のプロセスに関する体系的かつ専門的知識を基盤に、

情報技術（AI・フィジカルAI） 、ロボット技術、環境・エネルギー技術等を活用した課題解
決能力を有し、船舶電動化、スマート造船、自律運航等の産業現場の課題に対して、実装可
能かつ持続的な解決策を構築できる人材を育成する。
また、産学官連携のもとで多様な主体と協働しながら技術や価値の創出に貢献し、産業の
高度化及び持続可能な社会の実現に寄与する人材を育成する。

＜育成する人材像＞

＜教育内容の特徴（新規性）＞

＜実施体制＞

理工学研究科理工学専攻

海事産業特別プログラム

① 産業現場をフィールドとした一体型教育
稼働中の造船所等を教育研究フィールドとして活用し、学生が産業現場の課題に日常的に関
与しながら、課題設定から分析・検証・実装までを一体的に学修できる教育を提供する。

② 技術の「実装」を重視した分野横断カリキュラム
情報技術（AI・フィジカルAI）、ロボット技術、環境・エネルギー技術等を、設計・生産・運用プロ
セスの課題解決に応用・実装する能力を体系的に育成する。

③ 産学連携による実践的教育と研究の一体展開
PBL、インターンシップ、共同研究を通じて、複数企業と連携しながら、課題解決から社会実装
までを一貫して経験できる教育研究環境を構築する。

① 大学の知識と現場の経験を生かした指導体制

実務経験を有する大学教員に加え、造船・海事企業から実務家教員を
配置し、学術的知見と現場知を組み合わせた実践的な教育研究を展開
することで、産業現場の課題や技術動向を教育研究へ反映できる体制
を整備する。

② 稼働中の造船所をフィールドとした教育研究環境
全学的組織である今治サテライトを拠点に、稼働中の造船所を教
育・研究のフィールドとして活用し、学生が産業現場の課題に日常
的に関わりながら、課題解決型の教育研究に取り組むことができる
環境を整備する。

③ コンソーシアムを基盤とした産学官連携体制
えひめ海事産業協働コンソーシアムを基盤に、企業・自治体・行政機
関・大学が連携し、PBL（課題解決型学習）、インターンシップ、共同研
究等を通じて、産業現場の実課題に継続的・組織的に取り組む体制
を構築する。加えて、単一企業との連携に留まらず、複数企業との協
働を通じて、業界横断的な視点や技術交流の機会を提供し、海事産
業全体を俯瞰できる実践的な学修環境を形成する。

◎海事産業を牽引する高度専門人材

技術革新と生産性向上を担う人材の供給により、海事産業の競争力強化に貢献

③ AI・データ活用・センシング・制御

等を含む情報技術を活用し、設計・

生産・運用プロセスの高度化を主

導できる人材を育成

④ 2040年までに造船工程の50％

をロボット・AI化する地域の将来

目標に、人材育成面から貢献

大学と産業界が
協働して取り組む
体系的な大学院
教育の確立が、喫
緊の課題
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